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原　案
可　決

○○○○○○
就職を希望する子育て中の女性を支援するために「マザーズワーク」が設置されたが、全国１２か所、１１都道府県
（都では２３区内に１か所のみ）に留まっている。社会の支え手を増加させる観点からも子育て女性に対する再就職
の促進を図るため、多摩地域にも「マザーズサロン」設置を早期に実現するよう要望する。

子育て中の母親の再就職を支援するた
めの「マザーズサロン」（仮称）設置の
早期実現を求める意見書

原　案
可　決

○○○○○○
司法制度改革の一環として総合法律支援法が施行され、「法テラス」の業務が開始された。今後、法的トラブルの増
加も予想され、全国で２１人しか配置されていないスタッフ弁護士を早急に増員すること、弁護士のいない「ゼロワン
地域」の解消、また利用者の利便性を鑑み日曜日も業務を行うなど、「法テラス」の更なる体制整備・充実を求める。

日本司法支援センター（法テラス）の更
なる体制整備・充実を求める意見書

原　案
可　決

×○○×○×４
△１

政府は来年度から、生活保護の母子加算を段階的に廃止しようとしている。母子加算は、乳幼児や成長期の子ども
を抱えた一人親世帯の子育てに対する負担を緩和するために創設されたものであり、この加算があることによっ
て、憲法で保障された「最低限度の生活」を維持することができる。よって、廃止計画の撤回を強く求める。

生活保護の母子加算廃止の撤回を求め
る意見書

原　案
可　決

×○○３
△１×○×

ワーキングプアや格差拡大が社会問題となる中、バブルの絶頂期を超える史上空前の利益を上げる大企業には減税
を行い、所得が減り続ける庶民には増税という税制のあり方を見直し、大企業が利益に応じた応分の税負担を行う
ことを求めるもの。

大企業減税の見直しを求める意見書

否　決×○×１
△３×○×

石原都知事の豪華海外出張が問題になっている。中には、東京地裁が今年６月、増額分の一部返還を命じる判決を
言い渡したものもある。ところが、知事は「規定の料金が安過ぎる」と無反省である。都には、メールや電話で苦
情が寄せられている。石原知事に対し、今後規定を超える経費での海外視察を行わないことを求める。

石原都知事の豪華海外視察に抗議し中
止を求める意見書

原　案
可　決

○○○○○○
介護予防事業の対象とされる「特定高齢者」の把握が進まない大きな原因は厚生労働省が定めた基準の厳しさにあ
る。介護予防の必要な高齢者の把握は実態に即す必要があり、「特定高齢者」把握のための選定基準を見直すこと、
及び地方の実態に合った介護予防事業が行えるように、交付金の基準を緩和することを求める。

特定高齢者の選定基準を見直し、介護予
防事業の充実を求める意見書

原　案
可　決

×○○×○×３
△２

①駐車違反の罰金・反則金に関しては、商店街等における一時貸し駐車場の整備の財源とすること。②駐車禁止除
外に関する官民の差別的取扱いを是正すること。③円滑かつ妥当なコストでの物流を確保するため、また本格的な
高齢化社会の到来を見据えて、駐車禁止除外車両の範囲を拡大すること。

道路交通法の改正に関する意見書

否　決×○△×○×
「医療制度改革関連法」成立により今後６年間で現在３８万床の療養病床のうち２３万床（６割）が削減される。多く
の療養病床を持つ医療機関が経営破綻に追い込まれ、行き場のない「医療難民」「介護難民」が各地であふれるこ
とになる。療養病床の削減計画凍結、介護保険事業計画の見直し、介護保険事業の充実を求める。

療養病床の廃止・削減計画の凍結・見直
しを求める意見書

※可決された意見書は、国等の関係機関に送付しました。原稿は提案議員が作成しております。

意 見 書 ・ 決 議 の 審 議 結 果

板
倉
真
也
（
日
本
共
産
党
）

　

�
�
自
立
支
援
法
施
行
に
よ
る

市
負
担
額
は
、
法
施
行
前
と
比
較

し
て
ど
う
な
っ
た
の
か
。
�
法
施

行
後
、
利
用
者
負
担
軽
減
、
事
業

者
補
助
に
ど
れ
く
ら
い
財
源
を
充

て
た
の
か
。
�
こ
の
間
、
意
見
・

要
望
に
ど
の
よ
う
に
こ
た
え
て
き

た
の
か
。
�
実
態
把
握
を
行
う
た

め
に
利
用
者
、
事
業
者
へ
の
ア
ン

ケ
ー
ト
調
査
を
行
う
べ
き
。

　

福
祉
保
健
部
長　

�
�
千　

万
３５０

円
程
度
の
負
担
減
と
な
っ
て
い
る
。

�
利
用
者
負
担
に
係
る
市
独
自
補

助
額
を
約　

万
円
程
度
、
充
て
て

９０

い
る
。
�
低
所
得
者
層
へ
の
多
大

な
負
担
は
避
け
た
い
と
い
う
思
い

が
あ
る
。
市
と
し
て
で
き
る
も
の

に
つ
い
て
は
や
っ
て
い
き
た
い
。

�
懇
談
会
、
施
設
の
訪
問
等
に
よ

り
、
生
の
声
を
聞
い
て
い
き
た
い
。

改
め
て
ア
ン
ケ
ー
ト
を
実
施
す
る

考
え
は
持
っ
て
い
な
い
。

　

�
�
枠
配
分
予
算
方
式
に
つ
い

て
、
来
年
度
試
行
的
に
行
わ
れ
る

教
育
部
と
企
画
財
政
部
に
対
し
て
、

ど
の
よ
う
な
指
示
を
し
て
い
る
の

か
。
�
扶
助
費
に
ま
で
手
を
付
け

る
こ
と
に
な
る
の
で
は
な
い
か
。

　

企
画
財
政
部
長　

�
企
画
財
政

部
は　

万
円
の
減
、
教
育
部
は
千

６１６

　

万
８
千
円
の
減
で
お
願
い
し
て

６０３い
る
。
�
３
次
経
費
と
同
様
な
、

理
事
者
の
判
断
を
い
た
だ
き
な
が

ら
予
算
計
上
し
て
い
く
。

森
戸
洋
子
（
日
本
共
産
党
）

　

�
い
じ
め
に
よ
る
自
殺
が
相
次

い
で
い
る
。
原
因
は
家
庭
の
問
題
、

社
会
全
体
の
労
働
の
あ
り
方
の
問

題
、
人
の
欠
点
を
か
ら
か
う
テ
レ

ビ
番
組
な
ど
の
影
響
な
ど
大
人
社

会
の
病
理
現
象
が
子
ど
も
た
ち
に

も
影
響
し
て
い
る
が
、
�
す
べ
て

の
小
中
学
生
へ
の
実
態
調
査
を
行

わ
な
い
か
。
�
週
１
回
の
ス
ク
ー

ル
カ
ウ
ン
セ
ラ
ー
の
派
遣
回
数
を

増
や
さ
な
い
か
。
�
い
じ
め
ら
れ

て
い
る
児
童
・
生
徒
の
援
助
役
は

ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
で
は
な
く
、
新
た

な
体
制
を
組
む
べ
き
で
は
な
い
か
。

�
い
じ
め
て
い
る
子
ど
も
へ
の
対

応
は
、
学
校
、
家
庭
、
カ
ウ
ン
セ

ラ
ー
な
ど
が
一
体
と
な
っ
て
対
応

す
る
教
育
ケ
ア
セ
ン
タ
ー
な
ど
を

設
置
し
、
教
育
観
点
で
対
応
す
べ

き
で
は
な
い
か
。

　

教
育
部
長　

�
国
に
要
請
に
も

と
づ
く
調
査
は
行
っ
た
が
、
今
後

全
児
童
・
生
徒
を
対
象
に
し
た
ア

ン
ケ
ー
ト
を
実
施
す
る
。
�
週
２

回
の
配
置
に
向
け
、
検
討
す
る
。

�
特
別
支
援
教
育
と
あ
わ
せ
、
支

援
体
制
作
り
を
検
討
す
る
。
�
教

育
相
談
所
と
の
連
携
も
含
め
、
検

討
す
る
。

■
こ
の
他
に
、
燃
や
す
ご
み
の
対

応
に
つ
い
て
、「
候
補
地
が
先
に

あ
り
」
で
は
な
く
、
市
民
参
加
で

小
金
井
市
と
し
て
の
方
針
を
持
つ

こ
と
な
ど
を
質
問
し
ま
し
た
。

障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス
の

障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス
の

負
担
軽
減
策
の
拡
充
を

負
担
軽
減
策
の
拡
充
を

い
じ
め
に
対
す
る

い
じ
め
に
対
す
る

対
応
を
問
う

対
応
を
問
う

閉会中の委員会日程及び審査案件

議会運営委員会
　平成１９年１月３０日�午前１０時
�議会運営に関する議長の諮問事項について
　平成１９年２月１９日�午前１０時
�次期定例会（臨時会を含む。）の会期及び会議日
割等、議会運営に関する調査
�議会の会議規則、委員会条例等に関する調査
�議会運営に関する議長の諮問事項について

建設環境委員会
　平成１９年２月１日�午前１０時
�地域高齢化対応のまちづくりを求める陳情書
�蛇の目ミシン工場跡地（現在のリサイクル事業所）
への焼却場建設に反対する陳情書

駅周辺整備調査特別委員会
　平成１９年２月５日�午前１０時
�駅改札に近く容積６００％の１－２街区より改札に
遠い容積５００％の１－３街区の方が地価が高くな
るのかの説明を求める陳情書
�１－１街区の東側壁面の位置の制限が、都市計画
法上適法か否か、都基準に合致するか否かに関し
究明を求める陳情書
�１－２街区（２５階建て）の北側壁面の位置の制限
が、都市計画法上適法か否か、都基準に合致する

か否かに関する陳情書
�１－２街区の南側壁面の位置の制限が、都市計画
法上適法か否か、都基準に合致するか否かに関す
る陳情書
�１－３街区の北側壁面の位置の制限が、都市計画
法上適法か否か、都基準に合致するか否かに関し
て究明を求める陳情書
�１－３街区の西壁面の位置の制限が、都市計画法
上適法か否か、都基準に合致するか否かに関して、
貴議会による究明を求める陳情書
�１－１街区の広場敷地の一部に壁面の位置の制限
から外れる区域があることに関して、貴議会によ
る究明を求める陳情書
�１－３街区の北西角部分に壁面の位置の制限から
外れる区域があることに関して、貴議会による究
明を求める陳情書
�再開発広場に関して、地表の工作物、樹木などの
所有形態等を明らかにするよう求める陳情書
�再開発広場に、メタセコイアの巨樹を本当に残存
させることは可能なのか、明らかにするよう求め
る陳情書
�再開発地区内のフェスティバルコート（お祭り広
場）に関して、放置駐輪にどのように対処するの
か、明らかにするよう求める陳情書
�再開発広場に関して、維持管理費は誰がどのよう
に負担するのか、負担に関する合意はあるのか、

明らかにするよう求める陳情書
�再開発広場に関して、市は地主に借地料の支払い
と、固定資産税・都市計画税の免除をするのかを
明らかにするよう求める陳情書
�再開発広場に関して、大地主から、借地料の要求、
買い取請求が行なわれた場合の市の対応を明らか
にするよう求める陳情書
�武蔵小金井駅南口再開発事業に関する陳情書
�都市再生機構の「権利変換逃れ」の徹底究明を求
める陳情書
�再開発�－�街区敷地内通路を、「都基準」「地区
計画」に反して、恒常的に車道化することに断固
反対する陳情書
�中央線連続立体交差化及び駅周辺開発に係る諸問
題の調査

総務企画委員会
　平成１９年２月６日�午前１０時
�ココバス「東町・中町循環」の改善を求める陳情
書
�近隣市の２倍以上の額になっている「職員住居手
当」の支給額を早急に削減するよう求める陳情書

※厚生文教委員会及び行財政改革調査特別委員会は、
閉会中の日程はありません。


